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柏市の下水道事業
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手賀沼の蓮の花をイメージした
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行政改革推進委員会
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分流式

雨水がたまり浸水被害が起きないように
水を流す雨水管

直接川へ 税金

（公費）

家庭から出る生活排水などを流す汚水管 下水処理場を
経由して川へ

使用料

（私費）

合流式 雨水と汚水を同時に流す合流管 汚水と同様 両方

１ 下水道の役割

－１－
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２ 柏市の下水道事業（概要）

－２－

行 政 区 境 界

手賀沼流域下水道区域

○昭和35年事業着手
H1～H13 年50億円投資

○汚水人口普及率
約89％ （H26末）

○雨水幹線整備率
約50％ （H25末）

江戸川左岸流域下水道区域

柏市

柏駅

事業概要 汚水計画図

○集中豪雨，ゲリラ雷雨の発生
○被害の状況（H19.6月，H20.8月）

浸水地区 約60箇所
床上：112件 店舗：141件

（合計：253件）
⇒汚水整備から雨水整備へ
【課題】
・浸水箇所の解消

雨水対策

課題１

【参考】 人口：406,835人（H26末）
面積：114.9km2

①建設から維持管理の時代へ

管延長：約1,200km
耐用年数：50年

【課題】
・施設の更新時期の到来

②北部区画整理事業との整合
事業費整備率約53%（H25末）

【課題】
・区画整理事業に合わせた整備

③合流区域の分流化
⇒公共水域の水質保全
【課題】
・分流化が必要

汚水対策課題２

合流区域
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３ 県と市の役割

江戸川左岸流域下水道

手賀沼流域下水道

印旛沼流域下水道

千葉県流域下水道計画図

県 大規模な下水道（流域下水道）

・二つ以上の市町村の下水を広域的に集めて，
終末処理場で浄化し，公共水域に放流する。

流域下水道の整備

・幹線管渠及び終末処理場の建設及び処理場
での下水の浄化を行う。

市 小規模な下水道

・流域下水道の幹線管渠に接続するため，行政
区域内の管渠の整備を行う。

県への建設負担金及び維持管理負担金

・県が実施する流域下水道の建設及び維持管理
に係る費用を負担金として支払う。

江戸川左
岸流域

８市

市川市，松戸市，流山市，野田市，柏
市，船橋市，浦安市，鎌ヶ谷市

手賀沼流
域

７市

我孫子市，柏市，流山市，松戸市，鎌
ヶ谷市，印西市，白井市

印旛沼流
域

１２市１町

千葉市，成田市，佐倉市，船橋市，八
千代市，鎌ヶ谷市，習志野市，四街
道市，八街市，印西市，白井市，富里
市，酒々井町

－３－



6

４ 課題と対応策（平成27年度予算）

・市内６０箇所の浸水箇所
の解消
※床上浸水を優先

課 題

【３つの大きな課題】
・施設老朽化対策
・北部区画整理事業の整備
・合流区域の分流化

当面の対応

下流からの計画的な幹線整備等

・増尾，加賀地区(H22～27) 

・豊四季・今谷上町(H25～27) 

・豊住・永楽台地区(H26～27)

・柏ビレジポンプ改築(H26～)

・柏駅周辺の老朽管の更新

・北部区画整理に合わせた整備
・柏駅周辺の分流化

雨水幹線整備

１５億円

汚水幹線整備等

１３億円

投資規模

役割分担

整備費 約２８億円規模

－４－

・効率的なコミプラの切替
・未普及地区の解消

・未普及整備は，豊四季地区や
高柳地区
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５ 雨水対策（雨水幹線整備）

－５－

目標：Ｈ２７までに床上，店舗浸水被害253件から124件へ
（５１％削減）
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６ 老朽化対策（課題①）

※管渠の標準耐用年数は50年
※JR柏駅前陥没管渠は昭和40年

に布設 （45年経過）

－６－
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７ 老朽化対策 （課題②）

経過年数別整備延長

40年以上(2.8%)
30年以上(11.0%)

20年以上
(31.0%)10年以上

(34.0%)

10年未満
(21.0%)

既に50年を経過した管は現
時点で約2.3km。今後計画的
な更新対策が必要である。

Ｋｍ

－７－

汚水管整備延長Ｋｍ

公団施行（松
葉町，大津ヶ
丘）の移管によ
る増

コミプラ（加賀，
南増尾，南逆
井，逆井）の移
管による増

単年度
整備延長

累計
整備延長

50年以上
（0.2%)
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○下水道施設の老朽化対策

８ 老朽化対策(課題③)
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市建設 受贈 更新1 更新2

H26までに要した工事費 H27以降更新に要する改築費（50年で改築した場合）※

S56に受贈された箇所
の改築をどうするかが鍵

◆ 50年（管路の標準的な耐用年数）で管路の取り替えを行った場合、
以下のグラフのような取り替え費用が必要。⇒昭和56年が突出

◆今後20年間(H47年度まで)の改築費用は約5８４億円が必要と試算。

※平成26年までは実際にかかった費用（当時の貨幣価値）
平成27年以降は現在価格（平成26年の貨幣価値）に換算した金額

例）S56年に167億円で工事したものは、H2６の貨幣価値では物価上昇により208億円になります。 －８－
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管きょ内の調査方法例 老朽管きょの改築方法例（更生工法

９ 老朽化対策(対策①)

11
－ ９－



12

ストックマネジメント
とは…
持続可能な下水道
事業の実施を図る
ため、中長期的な
施設の状態を予測
しながら下水道施
設を計画的かつ効
率的に管理する。

最終的にはアセット
マネジメントを目指
す

１０ 老朽化対策(対策②)

12
－１０－
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50年で改築する場合

（コスト、体制に問
題）

75年で改築する場合
（リスクを伴う可能性有）

予防保全型管理を
実施し改築する場
合（コスト、体制の
平準化、リスク回
避）

過去に投資した建設コストを基に長期的な改築需要を大局的見通し

(例）

１１ 老朽化対策(対策③)

13
－１１－
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１２ 経営の健全化 （借入の状況）

－１２－
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１３ 経営の健全化（使用料のあり方①）

■使用者負担の考え方
下水道事業は地方公営企業として，独立採算が義務付け

られ，『雨水公費，汚水私費』の原則のもと，汚水につ いて
は使用者からの使用料で経営を賄う。

■使用料の現状

雨水 汚水

使
用
料
で
賄
う
べ
き
経
費

公費

(税金)
私費

(使用料)

雨水 汚水

使
用
料
で
賄
う
べ
き
経
費

公費

(税金)

公費

(税金)

私費

(使用料)

（原則！） （現状は？）

問題!!
使用料で賄うべき

－１３－



16

１４ 経営の健全化（地方公営企業法の適用）
現状の課題

①将来の更新費用に対応すため，資産把握が必要

②減価償却費（将来の更新費用）を考慮した自主財源

（下水道使用料）が必要

対応策（=経営の健全化）

①資産把握による計画的な更新計画の策定及び適正な料金

設定

②財務諸表等の情報の公開

結論：地方公営企業法の適用（平成２６年度導入）

－１４－
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１５ 取組み状況

①全体的な進め方

・平成26年4月:地方公営企業法の財務適用

・平成26年10月:下水道経営委員会設置

【学識経験者4名，関係団体3名，公募委員等8名】

・平成26～27年度：柏市下水道事業中長期経営計画策定

・平成28年度：使用料等の検討

②経営計画策定の進め方

長期財務シミュレーション 更新率に基づく投資額
の上限設定

投資計画の策定

投資額の上限設定 最低限必要な投資水準の設定

アセットマネジメントを反映
した長期財務シミュレー
ション(30年程度)を実施し，
更新率を決定

更新率を達成出来る事業費
(投資額)の上限を設定

事業費(投資額)の上限内
に収まる範囲で，投資の
優先順位を選別

－１５－


